
営繕工事における遠隔臨場試行要領

令和８年 3月 9日 改正

（令和７年 10月 20日）
（目的）

第１ 本要領は、宮崎市が発注する営繕工事において、公共建築工事標準仕様書、公共建築

改修工事標準仕様書、公共建築木造工事標準仕様書及び建築物解体工事共通仕様書（以

下「標準仕様書等」という。）に定める「監督職員の立会い」、「監督職員と協議」、「監督

職員の検査」及び「関連工事等の調整」（以下、「監督職員の立会い等」という。）に遠隔

臨場を適用して、受発注者の作業効率化を図るとともに、監督職員の立会い等を適切に

行うために、必要な事項を定めるものである。

（用語の定義）

第２ この要領において次の用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(１) 遠隔臨場
動画撮影用カメラ等とWeb会議システム等により映像と音声を配信し、監督職員の
立会い等を行うことをいう。

（対象工事）

第３ 営繕工事における遠隔臨場の活用を試行する対象工事は、現場説明書において、「営

繕工事における遠隔臨場試行対象工事（受注者希望型）」である旨を記載するものとする。

また、遠隔臨場を適用する全ての営繕工事において、次の各号のいずれにも該当する

工事を対象とする。

(１) 段階確認、材料確認及び立会（以下「段階確認等」という。）が必要な工事
(２) 遠隔臨場を実施可能とする通信環境の確保及び映像確認ができる工事
現場説明書記載例

（実施の可否）

第４ 受注者は、工事契約後に監督職員と協議の上、実施の可否を決定するものとする。

２ 動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカメラ又はスマートフォン等のモバイル端末をい

う。以下同じ。）等の機器を用いて、映像と音声の同時配信と双方向の通信を行うことに

より、監督職員が確認するのに十分な情報を得ることができる場合に、通常の現場臨場
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に代えて遠隔臨場を実施することができるものとする。ただし、監督職員が十分な情報

を得られないと判断する場合には、通常の現場臨場を実施する。

（適用の範囲）

第５ 本要領は、所定の性能を有する遠隔臨場の機器を用いて、標準仕様書等に定める「監

督職員の立会い等」を実施する場合に適用する。

なお、前記適用範囲の規定は、現場と設計図書相互の不一致、事故などの報告時等の

際に動画撮影用のカメラの活用を妨げるものではない。

（施工計画書）

第６ 受注者は、遠隔臨場の実施にあたり、施工計画書及び添付資料に次の事項を記載し、

監督職員の確認を受けなければならない。

(１) 適用種別
遠隔臨場を適用する段階確認等の項目

(２) 機器等の仕様
本要領で使用する機器等は、遠隔臨場での確認が可能であれば、受注者が保有して

いるスマートフォンやタブレット等のモバイル端末や情報共有システム（ASP）を利
用できることとする。ただし、寸法等の近景や遠景の映像での確認に支障が無いこと

をあらかじめ受発注者で確認することとする。

２ 遠隔臨場を適用する段階確認等の項目については、別添「遠隔臨場に関する適応性一

覧表」を参考にするものとする。ただし、現場条件により適用性が一致しない場合も想

定されることから、現場での適用・不適用を拘束するものではなく、受発注者協議によ

り判断すること。

（遠隔臨場による段階確認等の実施）

第７ 受注者は、遠隔臨場を行う場合は、次に掲げる作業を実施しなければならない。

(１) 事前準備
① 資料等の事前確認

遠隔臨場の実施に先立ち、実施時間、実施箇所（場所）や必要とする資料等につ

いて、監督職員の確認を受け、段階確認等に必要な資料等を情報共有システムやメ

ール等により監督職員に送付すること。

なお、監督職員による遠隔臨場の実施時間は、監督職員の勤務時間内とする。た

だし、やむを得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。

② 機器の準備と運用

遠隔臨場に使用する動画撮影用のカメラ等の資機材は受注者が準備、運用する

こと。



③ 中断時の対応方法

事前に受発注者間で協議を行い、基本的な対応方法について定めておくことと

する。

なお、遠隔臨場が中断され、監督職員が十分な情報を得られず、機器の調整等に

より改善を図ることが困難な場合には、受注者にその旨を伝え、通常の現場臨場又

は机上確認に変更することも可能とする。

(２) 資機材の確認
事前に監督職員との良好な双方向通信の環境を確保すること。

また、必要な準備を行い、資機材等を監督職員に提供すること。

(３) 現場の確認
現場における確認箇所の位置関係を把握するため、受注者は実施前に現場周辺の状

況を伝え、監督職員の確認を受けること。

(４) 実施
工事名、工種、確認内容、設計値、測定値、使用材料等の必要な情報について適宜

黒板等を用いて表示すること。記録に当たり、必要な情報を冒頭で読み上げ、監督職

員による実施項目の確認を受けること。

また、終了時には、確認箇所の内容を読み上げ、監督職員による実施結果の確認を

受けること。

(５) 記録の保存
遠隔臨場の映像及び音声は、記録の保存を要しない。ただし、監督職員の指示を受

けた場合は、この限りでない。

監督職員は、対象工事の関係者への情報共有等のため、必要に応じて録画・録音を

することができる。ただし、工事目的物の用途や遠隔臨場の対象箇所・工程により機

密性の確保が求められる場合は、録画・録音は行わない。

（費用負担）

第８ 遠隔臨場の実施に要する費用等の取扱いについては、別添の「営繕工事における遠隔

臨場の実施に関する取扱いについて」にて定める。

（留意事項等）

第９ 受注者は、被撮影者である当該工事現場の作業員に対して、撮影の目的、用途、映像

記録として保存される場合があること等を説明し承諾を得ること。また、作業員のプラ

イバシーを侵害する画像や音声が配信されないよう留意すること。

２ 動画撮影用のカメラ等の使用は意識が対象物に集中し、足元への注意が希薄になり、

カメラの保持、操作のために両手が塞がることにより、転倒等の事故につながる場合が

ある。そのため撮影しながら移動する場合は進行方向の段差・障害物の有無を確認する



など、安全対策に留意すること。

３ 受注者は、施工現場外ができる限り映り込まないように留意すること。

４ 受注者は、監督職員の指示により録画を行った場合において、公的ではない建物の内

部や人物が意図せず記録映像に映り込んでしまった場合は、記録映像から人物等を特定

できないよう必要な措置を行うこと。

５ 電波状況等により遠隔臨場が中断された場合の対応について、事前に受発注者間で協

議を行うこと。対応方法に関しては、確認箇所を画像・映像で記録したものをメール等

で共有し、監督職員が当該画像・映像により確認することも可能とすること。なお、本

項目は受発注者間で協議し、別日の臨場（遠隔臨場を含む）に変更することを妨げるも

のではないこと。

６ 受注者は、故意に不良箇所を撮影しない等の行為は行わないこと。

７ 文字や数値の視認性を高めるため、必要に応じて手ぶれ防止機能のある機器又は手ぶ

れ補正装置の使用を検討すること。

８ 改修工事の場合、来訪者及び現地職員のプライバシーに配慮するとともに、現地職員

の業務に関する秘密の保持に留意すること。

（その他）

第１０ この要領に定めのない事項については、必要に応じて受発注者の協議により定める

ものとする。

附 則

この要領は、令和７年 11月１日から施行する。
附 則

この要領は、令和８年４月１日から施行する。


